
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 8（202６）年度 

事業計画ならびに予算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 川西市社会福祉協議会 

 

 



 
 

 

 

も く じ 

 

Ⅰ 令和８（202６）年度 事業の基本方針と重点事業                              １ 

 

Ⅱ 事業計画 

  

 １．つながり支えあう共生の地域づくり                                          ２ 

 

 

 ２．誰もが安心して生活できる基盤づくり                                        ９ 

 

 

 ３．頼られる社協の体制づくり                                                 １８ 

 

 

 ４．指定管理事業・受託事業に関する計画値                                     ２９ 

 

 

Ⅲ 予算 

 1．各事業収支表                                                       ３０ 

 

 2．社会福祉事業区分資金収支予算総括表                                      ３５ 

 

 3．社会福祉事業区分資金収支予算                                            ３７ 

 

 ４．社会福祉事業区分資金収支予算内訳表                                      ４２ 



 
 

Ⅰ  令和８（２０26）年度の基本方針と重点事業 

 

 令和８（２02６）年度は、第５次川西市地域福祉推進計画の３年度目にあたり、これまでの実

践によって新たに見出したニーズや課題、また社協に求められる社会的な期待を踏まえて、下

記を重点事業とします。 

 

＊重点事業 

１．『住民ニーズ』に対する『社協らしさ』にこだわった取り組み 

 （１）全ての活動や事業における社協の「先駆性」「民間性」を活かした活動の実践 

 （２）「権利擁護」「孤立•孤独対策」「いのち」にこだわった活動の実践 

 （３）「新たなニーズ」「新たな支援の仕組みやツール」への果敢な挑戦 

 

2．社協活動の基礎となる地区福祉委員会活動の維持・発展のための取り組み 

 （１）若年層を含む多様な住民が参画しやすいしくみづくり 

 （２）活動を持続するための見直しと効率化 

 

３．オール社協での相談＆支援機能の充実と地域生活支援の取り組み 

（１）相談種別や対象者の属性を問わない相談支援の実践と強化 

  ①障がい、高齢、児童、ユース、子育て、外国人、生活困窮、活動希望者 など 

  ②複合的多問題家族、地域づくり、防災と災害支援、組織化活動 など 

（２）孤立や孤独、声に出せない SOS に対する総合的な支援 

  ①法人内の各事業、部署、施設間の協働による総合的な相談と支援の実践 

②専門機関、企業や団体、住民などとの多機関協働による支援の実践 

 

４．ICT の有効活用による活動や業務の効率化 

（１）SNS 等を活用した効果的な広報啓発の研究と実践 

（２）ICT を活用した情報共有、進捗管理、企画立案、事務処理などの効率化 

＊課題 

○地域の福祉ニーズの把握と解決に向けた取り組み 

○地域福祉活動への住民の参画促進 

○効果的な福祉ニーズのキャッチと情報発信 

○地域福祉活動に必要な財源の確保 

○上記課題解決のための社協組織（役職員•地区福祉委員会）の充実と強化 

 

令和８（2026）年度 重点的な取組み 

各事業においても、第 5 次川西市地域福祉推進計画の基本目標および実施項目に基づ

いて取り組みます。 

 

  ◇基本目標１．つながり支えあう共生の地域づくり 

  ◇基本目標２．誰もが安心して生活できる基盤づくり 

  ◇基本目標３．頼られる社協の体制づくり 

  



 
 

Ⅱ 事業計画 

 

  基本目標１．つながり支えあう共生の地域づくり 

   「つながり支えあう」地域づくりのため 

〇地区福祉委員会活動の維持・継続の支援 

〇学生などの若い世代を含む新たな参画者との出会いづくり 

〇地域生活上の課題の把握 

〇活躍の場の充実と創造 

などに着目した取り組みをすすめていきます。 

 

 実施項目１-１ 「地縁」と「非地縁」の相乗効果による地域福祉の活性化 

①地区福祉委員会活動など地域福祉活動の促進を支援します 

      主な担当：地域福祉担当、久代児童センター 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

「持続可能な地区福祉委員会のあり方検討会」で

見出した４つのテーマを設定し、地域ごとでの検

討をおこないできることから実践できるよう支

援します。 

①「若い人や新しい人材が参加しやすい 

地区福祉委員会の体制づくり」 

②「財源確保」  

③「会計」 

④「広報」        ＜地域福祉担当＞発展 

地区福祉委員会連絡会を年２回開催しま

す。テーマごとの取り組み状況報告会を実

施します（発表の場づくり）。 

特に、①②について各地区が重点的に取り

組めるよう支援します。③④については R

７年度の取り組みを踏まえて、引き続き支

援していきます。 

地域での孤立の発見と支援へのつなぎを充実さ

せるため「個別事例を通した地域づくりの学び」

などの内容で、福祉委員を対象とした研修を実

施します。         ＜地域福祉担当＞発展          

４つのモデル地区（各ブロックで１地区）を

決めて事例を用いた学びを実施します。 

 

① 「支援実践」や「生きづらさ」の事例を住

民間で共有します。 

② 課題を提起し、実践へと促します。 

地域住民の生活課題のニーズ調査で把握した実

態に基づいた取り組みを企画します。 

地域のニーズを吸い上げ実態に基づいた取り組

みを企画します。 

また、把握したニーズや相談事を個別支援・地域

福祉活動とスムーズなマッチングができるよう

支援します。       ＜地域福祉担当＞発展 

調査研究チームと地域福祉担当との連携

により取り組みを企画、実施します。 

① 訪問型助け合い活動の立ち上げ 

② 外出支援 

③ 高校生の地域参加、学習の場 

④ 外国ルーツの子育て世代との交流の場 

 

地域で必要な支援をおこなうことができる

よう、ニーズ調査をおこないます。 

新たな活動が開始の際は、経緯、アプロー

チ方法、プロセス分析、事例収集等をおこ

ない他地区でも展開できるようにします。 



 
 

地域やニーズのある人の実情を踏まえて、新た

な活動を創出します。また、把握したニーズや相

談を、スムーズに個別支援や地域福祉活動とマ

ッチングします。        ＜地域福祉担当＞ 

新たな活動の創出に至った経緯、アプロー

チの方法、プロセスを分析し、事例を収集、

整理します。 

学生や若い世代のスポット参加や、参画できる

場や機会づくりに地区福祉委員会などと共に取

り組みます。           ＜地域福祉担当＞ 

地区福祉委員会連絡会を通した事例の共

有、課題の検討。（年２回） 

多様な団体が出会い、参画できる場をコーディ

ネートし、連携できるよう引き続き取り組みま

す。                ＜地域福祉担当＞ 

福祉ネットワーク会議（第２層協議体）への

多様な団体の参加をさらに促します。 

「移動にかかる困りごと」に関するニーズ調査を

実施するモデル地域をさらに拡大します。 

            ＜地域福祉担当＞ 

外出支援未実施地区へ実施をすすめると

同時に、代用できるサービスの調査をおこ

ないます。 

子どもたちが健やかに育つ地域づくりのために

地域やボランティアグループと連携し自主事業

や行事をおこない、孤立しがちな子育て世帯の

不安や負担を軽減します。  

＜久代児童センター＞ 発展 

地区福祉委員会や地域の訪問型活動グル

ープなどが参加する地域一体となった自

主事業や交流会を実施します。 

 

②サロンやカフェなど「集いの場」「居場所」などの発展を支援します 

      主な担当：地域福祉担当、ボランティア活動センター 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

現在の様々な活動について地区福祉委員会と共

に振り返る機会を持ち、「居心地の良い場」や「効

果的な見守りの場」、住民のニーズにマッチした

今後の活動のすすめ方を確認します。 

＜地域福祉担当＞ 

活動後の振り返りをさらに促進します。 

R9 年度の効果検証に向けて、実施前と実

施後で起きた活動の変化や良い事例を各

地域で共有し、世代毎に通いやすい場づく

りに取り組みます。 

子ども･ユースがやりたいことを自分たちで自由

に企画できるような、新しいタイプの居場所や集

いの場の立ち上げを支援します。 

若い世代のニーズや興味を持って参画できるテ

ーマについて、調査を実施します。 

   ＜地域福祉担当＞発展 

市内にある高校 3 校のアンケート内容を精

査し、若い方たちと一緒に取り組める企画

を地区福祉委員会と検討していきます。 

専門職と地域住民との連携による取り組みをさ

らにすすめます。 

定期的に協議をおこなう場を作り、地域におけ

るコーディネート機能を高めます。 ＜地域福祉担

当＞ 

地区福祉委員会連絡会にて、好事例の共有

と課題の検討をおこないます。（年２回） 

地域に適した出前講座を提供します。          

＜ボランティア活動センター＞ 

出前講座の一覧表を作成し、地区福祉委員

会へ提供します。寄せられた意見や要望を

踏まえて、内容を調整しながら対応してい



 
 

きます。 

③必要とされる非地縁による活動の支援と組織化をおこないます 

      主な担当：地域福祉担当、権利擁護支援担当、基幹相談支援担当 

           ボランティア活動センター、ファミリーサポートセンター 

           小戸･川西作業所、久代児童センター 

 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

事業所、企業、空き家、施設の空きスペース、コンビ

ニなどを活用した多様な居場所の開拓ができるよ

う、ニーズをもとに実態把握をおこないます。 

              ＜地域福祉担当＞ 

市の産業振興課等と連携し適切な居場

所の開拓に取り組みます。 

地域住民と共におこなった実態調査の結果に基づ

き、実践可能なものから取り組めるように支援しま

す。          ＜地域福祉担当＞（再掲）発展 

調査研究チームと地域福祉担当との連

携により取り組みを企画、実施します。 

①訪問型助け合い活動の立ち上げ 

②外出支援 

③高校生の地域参加、学習の場 

④外国ルーツ子育て世帯の交流の場 

不登校やひきこもり当事者の理解を深め、家族、支

援者や地域ができる関わり方を学ぶ機会や当事者

のエンパワメントの場を作ります。 

居場所や支援先一覧を可視化したマップ作りを通

して出会った団体同士のネットワーク化に取り組み

ます。                 ＜地域福祉担当＞ 

居場所を運営する団体の横のつながり

づくりに取り組みます。 

① 勉強会や当事者が語る場づくり 

（随時、連携しながら団体と開催） 

②交流の場づくり 

（上半期：企画 下半期：開催） 

市内のセルフヘルプグループの実態を調査し、一覧

表を作成します。また、関係団体などへのヒアリン

グを通してニーズを把握します。 

セルフヘルプグループについて、職員の理解を深

め、つながりをつくります。 ＜地域福祉担当＞ 

＜権利擁護支援担当＞ 

＜基幹相談支援担当＞ 

各障がい者団体に現状についての聞き

取りをおこない、課題やニーズの拾い出

しをおこないます。（下半期） 

働いている障がい者の交流や余暇の充実を図るた

め、必要に応じてセルフヘルプグループの活動創出

の支援をおこないます。 

       ＜雇用・就労支援センター＞発展 

上半期にセンター利用者を対象に、日々

の面談や OB 会等でニーズを聞き取り、

必要な支援をおこないます。 

マッチング時の不安を軽減するため、顔の見える関

係づくりを目指し「安心して交流できる場」として全

会員対象の参加型交流会を開催します。 

 ◎年１回開催予定                 発展 

あわせて、協力会員を対象とした座談会を再開し、

実施する。    

◎年 2 回（春・秋）開催予定 

年１回、全会員対象の交流会を開催し、

会員同士の結束力を強めます。 

R8年度から協力会員の必須受講となる

虐待講習を２回実施します。講習後に座

談会を実施し、サブリーダーの協力を得

てサポートに関する悩みを共有できる場

づくりをおこないます。 



 
 

＜ファミリーサポートセンター＞新規 

日常的に相談し合えるような利用者間、家族間の

つながりをサポートします。＜小戸・川西作業所＞ 

利用者、家族のニーズを聞き取り、知り

たい情報を広報誌などで発信します。

(随時) 

利用者、家族対象の研修や勉強会を企

画します。(年１回) 

子育て世代を中心に幅広くアプローチをおこなう

ため各共催者の基盤やネットワークを活かし、異な

る知識や専門性を持つ団体が協力できる事業を実

施します。        ＜久代児童センター＞拡充 

人材やノウハウ、設備を共有し、各団体

が持つ強みを活かした専門性の異なる

分野での協働による事業を実施します。 

 

④ボランティアグループと地域活動団体の相互支援のしくみづくりをおこないます 

      主な担当：地域福祉担当 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

引き続き、地域で不足しているボランティアが充

足できるようボランティアグループに地域活動

の情報を提供し、相互支援をしやすくします。  

    ＜地域福祉担当＞発展 

地区担当とボランティア担当で地域の情報

を共有し、ボランティア担当から連絡ツー

ルを活用し情報を発信します。必要に応じ

て地区担当から説明をおこないます。 

  

 

実施項目１-２ 幅広い住民の参加と活躍の支援 

①地区福祉委員会活動など地域福祉活動でのコーディネート機能を充実します 

      主な担当：地域福祉担当 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

様々な地縁団体や企業等が、お互いに協力し、

福祉ネットワーク会議において、地区福祉計画推

進のための協議をおこない、誰でも活躍できる

機会づくりに、専門職を巻きこんで、地域と共に

取り組みます。        

  ＜地域福祉担当＞発展 

福祉ネットワーク会議の内容に合わせ、必

要な関係機関が参加できるよう促すなど、

開催の支援をおこないます。 

地域包括支援センターと協働し、福祉委員や民

生委員、ケアマネジャーのお互いの理解と協働を

促進するため、交流会、若しくは勉強会を各地で

開催できるように地域を支援します。 

＜地域福祉担当＞ 

地域福祉活動者と専門機関が連携して地

域課題に取り組めるよう、場をつくりお互

いの理解と協働をすすめます。 

専門職をはじめ地域住民の理解を深め、その取

り組みの充実と拡大を図るため、訪問型助けあ

い活動の内容を共有します。 

また、活動団体同士が情報交換や、共通する課

題の解決につなげるため、コーディネートをおこ

ないます。     

各小学校区において、訪問型助けあい活動

に関わる内容を含めた交流会か勉強会を

開催し、地域包括支援センター、福祉委員

や民生委員、ケアマネジャー等にも参加を

促します。また、訪問型助けあい活動実施

団体の交流会に参加します。 



 
 

     ＜地域福祉担当＞発展 

地域住民の気づきを、地区担当を通じて専門機

関に早期につないでいくため、その重要性につ

いて、福祉委員研修を通して、地域住民へ周知し

ます。            ＜地域福祉担当＞発展 

地域住民の相談から、適切な支援機関につ

ながり、地域と支援機関が協働で早期に対

応がおこなえるよう、住民の気づきの重要

性についての研修をおこないます。 

研修テーマ：『小さな変化や些細な事に 

気づくアンテナを備えよう』 

 

②多くの住民の社会参加と地域での活躍を支援します 

      主な担当：地域福祉担当、権利擁護支援担当、基幹相談支援担当 

           ボランティア活動センター、ひまわり荘、川西さくら園 

さくらんぼ、小戸･川西作業所、満寿荘 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

認知症や障がいなどがあっても、その強みや特

技を地域で活かしていくため、その環境づくりを

地域住民と共に推しすすめ、地域福祉活動への

参加を促します。     ＜地域福祉担当＞発展 

認知症や障がい、高齢、外国ルーツ、引きこ

もり等の生きづらさがある人が、講習会や

講座等で当事者やその家族として活動で

きるようにつなげます。 

また、活動者を増やすため、活躍の事例を

地域で共有します。 

「福祉体験学習」について、ボランティア活動の

やりがいを知ってもらえるようなメニューの開

発をします。                   

＜ボランティア活動センター＞ 

福祉体験学習の語れる当事者や専門職の

発掘をすすめていきます。 

地域に適した出前講座を提供します。  

＜ボランティア活動センター＞ 

出前講座の一覧表を作成し、地区福祉委員

会へ提供します。寄せられた意見や要望を

踏まえて、内容を調整しながら対応してい

きます。 

権利擁護の理解者を増やし、地域福祉に係る活

動者のすそのを広げるため、市民後見人にとど

まらず幅広い地域福祉活動で活躍できる人材を

養成します。     ＜権利擁護支援担当＞発展  

権利擁護サポーター養成講座や権利擁護

講演会、権利擁護サポーター活動の活動支

援を高齢者総合相談担当と協働して企画、

実施します。 

当事者が活躍できる地域づくりのため、多様な

方が社会に参加できる環境づくりに取り組みま

す。             ＜権利擁護支援担当＞ 

ケース会議や様々な会議を通して、関係機

関や権利擁護サポーターなど住民と、当事

者が活躍できる地域づくりの重要性を共

有し、当事者それぞれに応じた活躍の場づ

くりに取り組みます。 

R７年度の相談支援部会の事例検討の中で相談

支援専門員が「地域づくり」等についての理解不

足がうかがえたため、「地域づくり」について委

託相談・指定特定相談が理解を深める機会を提

供します。またこれまで培ってきた地域資源につ

基幹主催で相談支援事業所（委託・指定）に

対して３～４回コースで勉強会や懇親会を

おこないます。 

好事例報告などをおこない、地域とつなが

る意義などの理解を深めます。その中で、



 
 

いて整理と情報共有をおこないます。                         

＜基幹相談支援担当＞ 

地区委託や相談支援専門員が持っている、

今ある地域資源についての整理をおこな

い、共有をおこないます。 

また、地域の力もお借りし、顔合わせなど

をおこないます。 

近隣の清掃活動が習慣化し、利用者の意欲も向

上しつつあるので、ボランティアとして近隣の施

設や住宅の清掃活動を実施し、活動の幅を広げ

ます。          ＜小戸・川西作業所＞発展 

利用者と活動時間や活動内容を協議しま

す。（４月～６月） 

地域に向けた広報誌「with」やチラシ等で、

清掃活動ボランティアをアピールします。 

（夏号、冬号に掲載） 

地域の関係機関等とのつながりをつくるため、

施設にある備品の地域への貸し出しなど地域か

らの依頼に対応します。 

地域の子ども食堂への寄付ができるよう、利用

者の野菜づくりの幅を広げます。 

上記の取組みで、近隣住民などとの関係づくり

をおこない、相互に助け合える関係を構築しま

す。                

   ＜ひまわり荘＞発展 

地域行事の実施にて必要な物品の貸し出

しなどをおこないます。 

子ども食堂や地域内幼稚園などとの相互

交流のツールとして「野菜づくり」「昆虫育

成」を継続します。野菜づくりについては、

建物裏の敷地活用に向けた準備をすすめ

ます。 

発達に遅れのある子どものことや、川西さくら

園のことを知ってもらうために、地域の住民とふ

れあう機会を作ります。    ＜川西さくら園＞ 

近隣のお店や郵便局協力を得て、親子でお

買い物をする体験の機会を作ります。 

近隣の公園に散歩に出て行きます。 

地域の就学前施設の子どもたちとの交流

を実施します。 

入居者の社会参加及び地域での役割創出のた

め、地元幼稚園との交流会をおこない、入居者

が地域の介護予防運動に参加していきます。 

また、各種団体や満寿荘のクラブ活動ボランティ

アグループとの交流、巡回訪問販売時での住民

との定期的な交流を継続していきます。 

＜満寿荘＞発展 

地域グループとの交流を図っていきます。 

・地元幼稚園児との七夕まつり（7 月） 

・地域住民との介護予防運動を通じた交流 

(毎週金曜日) 

・各種団体との交流会（５月・10 月） 

・満寿荘におけるクラブ活動(毎月) 

・巡回訪問販売での住民交流(毎週金曜日) 

 

   実施項目１-３ 地域福祉の担い手として多様な方の参画方法を創出 

①住民が「活躍する場」を整備し参加を拡大します 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

共同募金活動に関して、生徒会などに働きかけ、

生徒・学生が街頭募金活動に参加できる場を提

供します。               ＜企画・総務＞ 

各校の生徒会等と協議をおこないます。 

（第二四半期までに） 

街頭募金活動への参加いただきます。 

（第三四半期以降） 

特技や興味を持った地域住民を地域の活動につ 一人でも多くの方が地域活動に参加でき



 
 

なげるため、マッチングの仕組みづくりをおこな

います。           ＜地域福祉担当＞発展 

 

より多くの地域住民に参加してもらえるように、

広報活動をおこないます。 

 ＜地域福祉担当＞発展 

るよう、活動者同士をつなぎ、協働でイベ

ント開催ができるようサポートします。 

 

地区広報紙、地域の SNS、活動時、行事・イ

ベント実施時の広報等で、地域活動へのス

ポット参加を促します。 

多様な活躍のきっかけをつくるため、上記で実

際に活躍している事例や他市の取組みを共有し

ます。               ＜地域福祉担当＞ 

地域での研修会、交流会、広報紙等で、他

地域の活躍の事例を共有します。 

多文化共生パートナー養成講座を実施し、パート

ナー登録を拡充します。言語学習や生活のサポ

ート、文化交流など、多文化共生に取り組む活動

者を養成します。        ＜地域福祉担当＞ 

多文化共生パートナー養成講座を継続して

実施し、随時マッチングをおこないます。 

SNS を活用したボランティア情報や各登録グル

ープの紹介等を発信します。 

 

定期的にボランティアが活躍できる場を確保で

きるよう情報発信します。 

＜ボランティア活動センター＞ 

インスタグラムで月 3 回以上の投稿をおこ

ないます。 

 

市内福祉施設に対して、出前講座やボラン

ティアグループの紹介をおこないます。 

SNS や社協広報誌を活用してボランティア講座

の受講者を確保していきます。 

 

 

ニーズに応じた講座内容の検討も継続しておこ

ないます。 ＜ボランティア活動センター＞新規 

SNS、ホームページ、広報誌を活用して広

く周知することで、ボランティアに関心の

なかった方への PR を継続します。 

地区福祉委員や市内福祉施設への聞き取

り調査を実施し、地域のニーズに沿った講

座内容を検討し反映します。 

制度の周知と理解促進のため、民生委員等の会

合で制度の周知と、サブリーダーや協力会員に

よる実体験の紹介を通じて、協力してファミリー

サポートセンターの PR 活動をおこないます。 

◎目標：協力会員 20 名入会 

＜ファミリーサポートセンター＞ 

民間企業にアプローチするほか、民生委員

の会議に出席し、協力会員の充足と利用促

進につなげます。 

その際には、サポート前の事前打ち合わせ

や送迎や預かりの様子を動画で分かりやす

く紹介します。 

施設ボランティアとして通年で活動してもらうた

めに、年間行事やプログラムを見直し受け入れ

体制を整備します。    ＜小戸・川西作業所＞ 

行事及びレクリエーションプログラムを見

直します。（３月、４月） 

職員用のボランティア受け入れマニュアル

を作成します。（５月～７月） 

学生やボランティアセンターにプログラム

や年間行事への参加を依頼します。（随時） 

ボランティアグループなどの活動の場を拡大し

ます。 

また「利用者も住民」との考え方のもと、利用者

が活躍できる場を意識し、まずは地域住民との

トライやるウィークの継続的な受け入れに

加え、ボランティア活動センターと連携し、

定例的に来所されるボランティアグループ

などを増やします。 



 
 

協議の場への参画をすすめます。 

＜ひまわり荘＞ 発展 

住民主体の協議の場である福祉ネットワー

ク会議へ積極的に参画します。 

地域ボランティアの活躍の場をつくり、療育の幅

を広げるために、ボランティアの依頼について検

討します。             ＜川西さくら園＞ 

施設ボランティアの受け入れ体制を見直し

ます。 

行事企画時からの受け入れの方法 

保護者を支援するボランティアの依頼 

（保護者が外国の方や障がい者の場合等） 

入所者の生活の質向上のため、既存ボランティ

アに加え、新たなボランティアを受け入れます。 

                ＜満寿荘＞ 

ニーズを把握しボランティアセンターと連

携して、ボランティアの受け入れをおこな

います。 

福祉に対する関心を高め次世代の人材につなげ

るため幅広い世代で地域住民の事業参加を促し

ます。          ＜久代児童センター＞発展 

トライやるウィークや幅広い世代のボラン

ティアを受け入れ、利用者との交流を通じ

て事業を実施します。 

  

 

基本目標２．誰もが安心して生活できる基盤づくり 

 イキイキと自分らしく暮らせる地域づくりのため 

  〇相談・支援の入口である相談の種類や体制の整備 

  〇相談・支援の経路である寄添いと連携の力量の向上 

  〇相談・支援の出口である支援策の幅と質の充実 

 などに着目した取り組みをすすめていきます。 

 

   実施項目２-１ 頼りにできる総合相談支援体制の確立 

①断らない相談支援の体制を再整備します 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

SNS を支援の重要な入口のひとつととらえ、欲

しい情報にスムーズにアクセスできる情報提供

環境を整備します。         ＜企画・総務＞ 

ホームページリニューアルをおこないます。 

（第一四半期） 

課題の早期発見・対応のため、地域へのアウトリ

ーチをおこない、地域住民からの相談を積極的

に受け止めます。 

また複合多問題事案に適切な対応をするため、

部署間での事例検討会を通じて情報共有・役割

整理をおこない、事案ごとのチームを組みます。 

          ＜地域福祉担当＞発展 

地域で抱える個別事案の把握をおこない、

必要に応じて対応します。 

複合多問題への支援事案を、プランバシー

に配慮したうえで全小学校区に周知し、地

域住民や関係機関への関心を高めます。 

国籍に関わらず、誰もが地域の一員として参加

できる社会を目指すために、外国人と地域住民

が交流できる場づくりをおこないます。 

＜地域福祉担当＞ 

外国人、日本人の子育て世帯を対象に交流

会を企画・実施します。 

上半期：企画・実施 

下半期：交流会に参加した方を中心に 

定期的に集える場を設定 



 
 

外国にルーツを持つ方が経済的な困難や言語の

壁などにより支援が届きにくい状況を改善し、

安心して暮らせる基盤を整備します。 

＜地域福祉担当＞ 

外国にルーツを持つ方へフードパントリー

や生活相談を実施するとともに実態把握

に取り組みます。 

把握した課題やニーズに対応するサポート

や活躍の場のマッチングにつなげます。 

誰でも参加できるボランティア企画「ちょこっと

♪」を定期開催し、回数や活動内容を見直しなが

ら継続します。外出のきっかけとなる場づくりに

取り組みます。 

＜ボランティア活動センター＞発展 

月 2 回の実施を継続し、参加者の声を踏

まえて活動内容を見直します。また、SNS

で活動を PR するとともに、他市の同様の

取り組みについても情報収集をすすめま

す。 

他部署との事例研修を通じて相談に必要な知識

や技術の習得に努めます。また、多様な課題への

対応力を高めるため、包括化推進員と情報を共

有します。 

窓口の来所時に説明動画を使った登録（スマート

入会登録）の実施や、平日仕事などで来所でき

ない方も、郵送での入会・相談ができる体制を整

えます。  

＜ファミリーサポートセンター＞新規 

困難家庭のサポート相談については、包括

化推進員と協議し、社協内の各部署や関係

機関と連携しながら対応します。 

 

新たに、郵送による登録申請やオンライン

等を活用して入会説明をおこないます。 

事業の対象か否かに留まらない、断らない、本人

に寄り添った相談支援ができるよう、職員の相

談援助技術と知識の向上に取り組みます。   

      ＜権利擁護支援担当＞ 

日々のケース共有を徹底すると共に、個々

の職員の相談援助技術の向上を図るため、

月１回以上、事例検討や研修の場を持ちま

す。 

民生委員や行政機関を始めとする連携先との信

頼関係を深め、断らない支援体制の強化を図り

ます。               ＜権利擁護支援担当＞ 

既存の定例会や各種協議体でのコミュニケ

ーション・情報共有、合同勉強会などの開

催を通じて、気軽に相談し合える関係をつ

くります。 

基幹相談支援センター業務の整理をおこなうこ

とで、より必要な支援に注力し、より必要な体制

づくりや人材育成をおこないます。 

          ＜基幹相談支援担当＞ 

基幹・委託相談・指定特定相談の役割・業務

を明確にするために障害福祉課と調整を

おこなうとともに各層との調整をおこない

ます。人材育成についてスーパーバイズや

フォローアップの仕組みを構築します。 

センター利用者がより充実した生活が送れるよ

う、関係機関と関係づくりをおこないます。 

          ＜雇用・就労支援センター＞新規 

第 1 四半期中に前年度のケースでセンター

の対象にならなかったケースの後追いをお

こないます。 

部署内や関係機関が実施する研修等に参

加し、知識を深めることで対応できる相談

の幅を広げます。 

職員一人ひとりがセンター機能を最大限に発揮

できる体制を構築するため、「就労相談」から「就

労」、「定着支援」までのプロセスのフローチャー

就労相談から定着支援までの全体のフロ

ーチャートを作成します。（上半期） 

各プロセスに応じた聞き取りシートの作



 
 

トを作成し、計画性をもって支援できるようにし

ます。         ＜雇用・就労支援センター＞ 

成、見直しを実施し、アセスメント力の向上

を図ります。（上半期） 

（例）センター利用開始時の基本情報シート 

就労準備段階でのアセスメントシート 

支援に係る知識・技術を習得するため、終礼等で

のミニ講座やゼミ形式での学びの場を作ること

により、計画性をもって学びを深める機会を増

やします。           ＜ひまわり荘＞発展 

意思決定支援の取組みを強化していくため

のコミュニケーションスキルや記録の手法

など、計画的・継続的な学びの場を設けて

いきます。 

相談者が安心して相談を受けられるために、丁

寧な説明・対応をし、相談を継続します。 

            ＜川西さくら園＞ 

相談支援専門員と保育職員が共同して相

談を受けることで、幅広い助言・提案がで

きるようにします。 

相談支援専門員資格者を増員します。 

保育担当職員が相談支援員としての役割

も担うことで、市内の相談員不足への対応

をおこないます。 

気軽に子育てに関する相談ができるように利用

される保護者・児童とのコミュニケーションによ

る信頼関係を築きます。相談の内容により関係

機関とも情報共有を図り、必要な支援につなげ

ます。             ＜久代児童センター＞ 

相談記録に基づき職員間における相談内

容の共有化を図り、内容に応じてファミリ

ーサポートセンターやこども若者相談セン

ターなどの関係機関と連携します。 

地域相談窓口として、地域の困りごとやニーズ

を社協他部署や関係機関と連携し解決につなぎ

ます。                    ＜満寿荘＞ 

相談対応を継続維持していきます。 

職員への意識強化を図ります。 

 

②複合多問題事案に対する支援体制を再整備します 

      主な担当：包括化推進員 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

地区福祉委員会や民生委員・児童委員からの相

談で把握した複合課題の課題解決のため、途切

れない支援を多機関と協働し実施します。 

                   ＜包括化推進員＞発展 

市とも密接に情報や課題を共有し、一体的

に支援できるよう取り組みます。 

ただし、緊急性のある場合などには社協か

ら招集して必要な支援会議を開催します。 

社協内各部署、市や関係機関と課題解決をすす

めるため、相談・研修体制を整備します。 

相談支援包括化推進員連絡会議（市の包括化推

進員との会議）への参加を通じて、市の包括化推

進員との情報共有・事例検討をすすめます。 

           ＜包括化推進員＞発展 

社協内の（仮称）高齢者相談窓口、基幹相

談支援センター、川西さくら園などとも協

働して連携した支援実践のための事例検

討会を開催します。 

相談支援包括化推進員連絡会（市の包括化

推進員との会議）にて問題提起をおこな

い、関係機関と「タテ割りの解消」を強く意

識した連携を密にした支援につなげられる

よう研修を開催します。 

 



 
 

③地域の相談力と専門機関との連携の強化を図ります 

      主な担当：地域福祉担当 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

地区福祉委員会などの地域活動者の相談スキル

向上を支援します。      ＜地域福祉担当＞ 

福祉委員、民生委員・児童委員、自治会役

員などを対象に傾聴スキルや伝える力を

高める研修をおこないます。 

ひきこもりや不登校等の課題のある世帯の支援

には、本人の状態に合わせた支援をおこないま

す。              ＜包括化推進員＞発展 

地域等からの相談案件に必要に応じて訪

問し、現状に至った経緯、本人の思いを把

握し、制度やサービス、地域の活動等へ必

要に応じてつなぎ、課題解決の支援をおこ

ないます。 

    

実施項目２-２ 地域とのつながりが希薄な住民の地域とのマッチング 

①サービス利用者の地域生活の安心をサポートします 

      主な担当：地域福祉担当、権利擁護支援、基幹相談支援担当 

           小戸･川西作業所、川西さくら園 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

仮称）高齢者総合相談窓口、地域包括支援センタ

ー、相談支援事業所等と連携し、ケース会議等に

おいて、各地区の見守りについての情報共有を

するとともに、地域の見守り体制づくりに取り組

みます。              ＜地域福祉担当＞ 

ケース会議に際し、当該地区の見守り体制

にかかる情報を共有します。 

民生委員や福祉委員とも連携し見守り体制

を構築することで、対象者が地域で安心・

安全に暮らし続けられるよう支援します。 

事業利用者本人の想いを尊重し、その人ごとの

必要に応じた見守りや参加支援をおこなうた

め、専門機関だけでなく地域住民と支援につい

て情報共有する機会を設けます。 

＜権利擁護支援担当＞ 

月１回「水曜ミーティング」を開催し、事業担

当者と関係する専門機関、民生委員、権利

擁護サポーター等の地域住民と情報を共

有し、具体的な支援につなげます。 

貸付滞納者や生活困窮等の相談者に対して、当

該事業に関すること以外にも目を向け、本人や

その家族が安心して地域生活が送れるよう支援

します。           ＜権利擁護支援担当＞ 

担当だけの相談支援に留まらず、適宜、民

生委員や関係機関と情報共有することで、

当該事業以外で安心して地域生活を送る

ために必要な支援の有無を把握し、生活備

品の貸し出しなど必要な支援につなげま

す。 

各相談員が地域で困っている方の相談支援を受

け入れ、解決に向けて取り組むことができるよう

スキルアップを目指します。 

           ＜基幹相談支援担当＞ 

人材育成のために、基幹相談として他事業

所から研修・実習を積極的に受け入れま

す。 

「働いている・働きたい」利用者が地域で安心し

て生活ができるよう、地域資源等の情報を伝え

られるようにします。 

       ＜雇用・就労支援センター＞ 

第２四半期までに地域資源の情報につい

て、利用者に伝えられるよう必要な資料な

どをまとめます。 

利用者の地域とのつながりを把握するた



 
 

め、アセスメント票に近隣住民との関係や

地域活動の有無などを確認する項目を追

記します。 

必要に応じて上記の資料などを配布また

は関係機関と連携しマッチングします。 

令和７年度に、支援マップ作成に向けて、本人及

び家族に関する最新の情報を収集し、職員間で

周知するしくみをつくりました。令和８年度もひ

き続き取り組んでいきます。 

＜小戸・川西作業所＞ 

利用者、家族に最新情報の収集を依頼 

(４月) 

情報をデータ化し職員間で周知 

(５月～８月) 

情報不足について個別に聞き取り 

（９月～随時） 

台帳の様式、情報収集方法の見直し 

(１月～３月) 

利用者が地域で安心して過ごせるために、地域

の方に、子どものことを理解してもらえる方法や

支援していただける方法を一緒に考えます。 

＜川西さくら園＞ 

サポートブック（こどもの特性やかかわり方

を記載したもの）の作成会を実施し、家族

での作成を支援します。 

地域の担当者に働きかけ、個別の支援会議

に支援者として参加し、連携を強めます。 

SNS 等を利用して、川西さくら園の療育を

発信します。 

 

②多様な居場所の開拓と運営支援をおこないます 

      主な担当：地域福祉担当 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

事業所、企業、空き家、施設の空きスペース、コ

ンビニなどを活用した多様な居場所の開拓がで

きるよう、ニーズをもとに実態把握をおこないま

す。            ＜地域福祉担当＞（再掲） 

市の産業振興課等と連携し適切な居場所

の開拓に取り組みます。 

学校や学習支援団体と連携し、学生が興味関心

をもてるような居場所や活動を創造します。 

 ＜地域福祉担当＞発展 

高校生へのアンケートにより「自ら企画する

のはハードルが高いが、参加やサポートな

ら関わりたい」というニーズが明確になっ

たため、既存のイベントや高校生参加型の

企画に取り組みます。 

 

実施項目２-３ 異分野他機関・多職種連携による『かゆいところに手の届く支援』の実践 

①様々な課題に対応するための「福祉ネットワーク会議」を充実します 

      主な担当：地域福祉担当 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

ネットワーク会議未開催地区に対して、ネットワ

ーク会議の必要性を周知し、開催に向けた調整

および立ち上げ支援をおこないます。 

＜地域福祉担当＞ 

地区のキーパーソンへ働きかけを積極的に

おこない課題解決策の協議につながるよ

うサポートします。 



 
 

 

②社協の持つ機能を発揮し効果的に活動を展開します 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

福祉専門職の多様な専門性を活かし、部署間連

携で新たな福祉課題や社会問題に対しての対応

策を研究し、解決に向けて協議する場を設置し

ます。                    ＜全部署＞ 

各部署の専門性を生かすために、支援事案

を通じて各部署で支援の相互理解を深め

ていきます。 

地域の相談に社協の全部署で連携し支援しま

す。                      ＜全部署＞ 

具体の支援事案を通じて相互理解を深め

ていきます。 

法人全体で不登校やひきこもりなどの支援に関

する研修や事例研究をおこないます。 

＜地域福祉担当＞ 

「ひきこもり居場所Map」を作成し、作成を

通じてつながった支援機関と連携し、事例

研究や研修会の開催につなげます。 

世代や対象を問わない支援を実践している民生

委員・児童委員の活動を啓発すると共にその活

動が継続、発展できるよう支援します。 

＜権利擁護支援担当＞ 

社協の広報媒体を活用して活動を啓発しま

す。 

会議や研修会に参加が難しい人でも情報

を得たり学べるよう、オンラインなどの環

境整備を支援します。 

施設を有効活用するため、住民ニーズに基づき、

必要に応じて相談室などを開放します。 

             ＜ひまわり荘＞ 

相談室等を開放します。 

利用されたことがない方でも普段の児童センタ

ーの様子や機能を知ってもらい周知してもらう

ため、子育てフェスティバルへの参加や共催事業

を実施します。       ＜久代児童センター＞ 

川西市主催の子育てフェスティバルに参加

しパネル展示やセンター疑似体験を実施し

ます。 

お互いの強みや専門性を活かし川西児童

館との共催事業を実施します。 

 

③企業や事業所などとのコラボレーションを活用した新たな地域福祉に取り組みます 

      主な担当：地域福祉担当 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

市内企業や事業所とのコラボレーションについ

て研究し地域の福祉活動につなげます。 

＜地域福祉担当＞ 

地域の企業を対象に「企業連携に対する意

識調査」をおこない、地域貢献をしたい企

業に対しアプローチします。 

市内福祉施設で働く外国人介護職員と地域の学

校や地区福祉委員会等との交流を企画します。 

           ＜地域福祉担当＞ 

既存の地域活動の中に、外国人介護職員が

一緒に参加できるものがないか、また参加

できるように工夫できるものがないかを住

民と共に検討します。 

外国人を雇用する市内の企業や事業所ととも

に、多文化共生フェスティバル等を開催し、外国

人住民と地域住民の交流を図ります。 

          ＜地域福祉担当＞発展 

日本人や外国人住民にも企画段階から参

加してもらいながら、より住民が求める多

文化交流や文化体験の場となるようにすす

めます。 



 
 

社協会員会費の使い道や地域福祉活動などの情

報提供を積極的におこない、法人会員を増やし

ます。                 ＜全部署＞発展 

社協全体でつながりのある企業に対し、各

部署から福祉委員活動の理解が得られる

よう説明し、社協会員会費に協力、法人会

員となってもらえるよう依頼します。 

子育て支援の各拠点などと連携し、継続して出

張登録を実施するとともに、イベントへの参画や

事業の周知、会員登録の機会を設けます。 

   ＜ファミリーサポートセンター＞発展 

子育て支援の各拠点において出張入会登

録を実施します。（年１回ずつ） 

① アステ支援ルーム 

② 総合センター 

③ 猪名川町子育て支援センター 

外国にルーツのある人など、生き辛さを抱える

当事者の居場所や地域とのつながりづくりを企

業や事業所と共にすすめます。 

＜権利擁護支援担当＞ 

社協の広報媒体を活用して当事者支援に

関する情報を発信します。 

当事者支援について、特例貸付の相談を通

してつながりのある外国人事業主などと協

働し新たな取り組みを企画します。 

「働きたい」利用者の雇用先、実習先創出のた

め、企業訪問を継続します。また、訪問だけでな

く、商工会議所など雇用に係る機関との関係性

を深め、企業が障がい理解を深められる機会を

創出します。 ＜雇用・就労支援センター＞発展 

６月：商工会理事会にて障がいや障がい者

雇用についてセミナー実施 

※雇用のメリット・デメリット 

※業務の切り出しや雇用の事例 

具体的に障がい者雇用についてイメージで

きる資料を作成します。 

下半期：商工会加入企業と関係性の構築 

９月:「障がい者雇用に関する企業向けセミ

ナー」開催します。 

通年:企業を対象にした出前講座 

 

   実施項目２-４ 「生きづらさを抱える住民」の実情の代弁と地域生活の支援 

①「制度の狭間」「制度はあるけれど実質利用できない」「制度が十分ではない」課題の整

理と分析をおこないます 

      主な担当：地域福祉担当、基幹相談支援担当、小戸･川西作業所、川西さくら園 

さくらんぼ、ひまわり荘、満寿荘、包括化推進員 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

モデル地区を設定し、住民の日常生活上のニー

ズ調査と人材発掘をおこないます。 

＜地域福祉担当＞ 

訪問型助けあい活動が未実施の地区で、ニ

ーズ調査をおこない、地区の意向に合わせ

て活動の立ち上げ支援をすすめます。 

日々のケースワークや事例検討を通してキャッ

チした課題を整理し、社協内で協議をおこなう体

制を構築します。 

◎基幹相談支援との出張事例検討会 

◎定期的な事例検討会 

＜地域福祉担当＞ 

専門職が把握した事例をもとに、地域住民

と事例検討会をおこないます。 

誰もが自分らしく最期まで暮らせる地域づくり 居宅介護支援事業所や相談支援事業所な



 
 

の深化のため、金銭管理など制度の狭間のニー

ズに係る調査をおこないます。      

＜権利擁護支援担当＞新規 

ど相談支援窓口に対してアンケートを実施

し、身寄りが無い又は身体的な理由で金銭

管理や死後の事務を必要とする人がどの

くらいおられるか調査します。 

職員個人のスキルや関係性に依存している状況

を打破するため、各種部会や自立支援協議会を

活用できる体制を作ります。  

＜基幹相談支援担当＞ 

通常の相談業務やスーパーバイズを通して把

握している「制度」や「制度利用の仕方の枠組

み作り」などが必要な議題を各種部会や自立

支援協議会にて議論をします。 

複合課題をとりこぼさないために、利用者や家

族から拾いあげた地域や家族内での困りごとに

ついて関係部署と共有し、解決に向けて協議で

きるしくみができています。令和８年度も引き続

き取り組んでいきます。  

＜小戸・川西作業所＞  

利用者及び家族の些細な変化や様子、情報

を職員間で共有します。（月１回） 

困りごとを施設内で留めず、関係機関と共

有します。（随時） 

意思決定支援の考え方のもと、利用中の様子か

ら利用者の意志を汲み取り、利用者の意志の代

弁に努めます。       ＜ひまわり荘＞ 発展                                                                                                                                         

把握した本人の思いを担当者会議などで

相談支援事業所やその他関係機関に情報

提供し課題の解決に努めます。 

相談支援事業所や地域包括支援センター

などを訪問するなどして「制度の狭間」など

のニーズ調査をおこない、新規利用者の獲

得を目指します。 

既存の施設サービスでアプローチ出来ていない

層を意識し、関係機関へのニーズ調査を実施し、

新規利用者の獲得に努めます。 

＜ひまわり荘＞ 新規                    

導入するナノミストバスの幅広い活用策を

検討し、より多くの入浴ニーズに対応しま

す。 

新たなニーズに対応するため、生産活動の

実施について他施設の見学や調査研究を

おこないます。 

日常生活の中での困り感や不安を減少・解決す

るために、関係機関や社協内で協議をし、解決を

はかります。           ＜川西さくら園＞ 

保護者から聞き取った、日常生活の中での

困り感や不安を、園内の関係者で情報共有

し解決に向けて支援します。 

園内だけで解決できないことについては、

関係機関や社協内で積極的に協議します。 

関係機関や社協内で解決しないことについ

ては、自立支援協議会こども支援部会等で

検討できるよう情報共有します。 

地域住民、特に子どもたちとの交流によって表

情が豊かになり生活意欲の向上が見られる入所

者が多いことから、子どもたちとの交流の場を

増やせるように工夫します。  ＜満寿荘＞発展 

近隣の幼稚園などとの相談をおこない、子

どもを含めた地域交流の場を設けます。 

 （企画：第１四半期 実施：第２四半期） 

 

 

 



 
 

②相談や対応事案を含む社協活動を基にした「福祉教育」を実施します 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

社協ホームぺージや広報紙、SNS に相談事案等

を基にした記事を掲載し、当事者の声を広く伝

えます。               ＜全部署＞発展 

地区担当が地域活動に出向いて掲載でき

るエピソード等を聞き取ります。また、社協

の SNS 等で紹介してほしい活動やエピソ

ードがあれば Google Form 等で常に募

集できるようにします。 

トライやるウィークや社会福祉士の実習受け入れ

において、社協の地域福祉推進活動の理解を広

めます。                  ＜全部署＞ 

地域の居場所等の「住民主体」の活動を通

して社協の役割を知ってもらいます。 

地域福祉の関わりや、やりがい、楽しさな

ども伝えることで人材確保につなげます。 

地域福祉活動、活動者・当事者インタビューなど

の動画を、インスタグラム、LINE を活用して、わ

かりやすく発信します。 

◎SNS フォロワーの増加に取り組みます。 

＜地域福祉担当＞ 

地区担当が地域活動へ参加した際に、掲載

できる写真やインタビューを集めます。 

多文化共生をテーマとしたセミナーや交流会等

を開催し、地域での理解を広めます。また、多文

化共生パートナー講座を開催し、外国ルーツの住

民への日本語学習や生活サポート、異文化交流

などをおこなう活動者を増やします。 

＜地域福祉担当＞ 

引き続き、多文化共生をテーマとしたセミ

ナーを実施します。多文化共生に興味があ

るものの情報が行き届いていない方に対

しても、興味がない方に対しても、広報内

容を工夫し参加者の増加に努めます。ま

た、参加者からそこから活動者へとつなげ

ていきます。 

「福祉体験学習」について、ボランティア活動の

やりがいを知ってもらえるようなメニューの開

発をします。 ＜ボランティア活動センター＞再掲 

福祉体験学習の語れる当事者や専門職の

発掘をすすめていきます。 

センターの役割や機能について、より分かりや

すく紹介します。 

外国籍の方にも安心して利用してもらえるよう

英語版の配布資料を作成します。 

＜ファミリーサポートセンター＞ 

サポート前の事前打ち合わせや送迎や預か

りの様子を動画で分かりやすく紹介しま

す。 

語学ボランティアの協力を得て英語版パン

フレットを作成します。 

障がい者虐待について理解を深めるために虐待

研修や啓発活動などを市民・福祉事業所に向け

ておこないます。     ＜基幹相談支援担当＞ 

研修を年１回実施します。啓発については

制度変更のタイミングで ICT を利用し周知

の強化をおこないます。 

障がいのある方の就労について、市民等が理解

を深めていただくために引き続き積極的に研修

や勉強会を実施します。 

     ＜雇用・就労支援センター＞発展 

当センターが市民向けに福祉教育を実施し

ていることを広く周知していきます。具体

的には関係機関や企業等への周知をすす

め、当センターのホームページ等でも発信

します。 

出前講座を実施します。 



 
 

体験実習の受け入れ時に、社協や障がい者の理

解をより深めてもらうために、オリエンテーショ

ンの充実を図ります。 

地域住民や関係機関の理解を深めるために、見

学を積極的に受け入れます。 

＜小戸・川西作業所＞ 

伝える内容を職員間で検討し、マニュアル

化します。（４月～６月） 

来所された方々に見学をすすめ、理解のき

っかけを設けるようにします。(随時) 

障がいや発達の遅れのある子どもの理解者を増

やすために、川西さくら園のことや障がい、発達

の遅れのある子どもとのかかわりについて学ぶ

機会を作ります。        ＜川西さくら園＞ 

トライやるウィークや社会福祉士、保育士、

リハビリ職の実習生を積極的に受け入れま

す。 

地域からの研修会の依頼に応じます。 

福祉に対する関心を高め次世代の人材につなげ

るため幅広い世代の地域住民に事業参加を促し

ます。        ＜久代児童センター＞（再掲） 

トライやるウィークや幅広い世代のボラン

ティアを受け入れ、利用者との交流を通じ

て事業を実施します。 

「障がい」を「我がごと」に感じられるような福祉

教育の視点での行事を企画します。 

＜ひまわり荘＞発展 

夏祭りなどの行事を実施する際には、企画

会議から住民に参加をいただき、障がいに

ついての理解を深めます。 

 

③複合多問題事案に対する新たな取組みを創設します 

      主な担当：包括化推進員 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

制度の狭間にある課題解決のため、協議の場で

上がった問題点、課題等を抽出し、地域と連携し

た支援策の創出を検討します。 

    ＜包括化推進員＞発展 

制度やサービスだけでは解決できない課

題で、本人のニーズに合う支援を提供でき

ない場合に、関係機関や地域と協働して支

援できるよう取り組みます。 

   

 

 基本目標３．頼られる社協の体制づくり 

  「安心して生活できる地域づくり」をすすめる社協の基盤整備と強化をすすめるため 

   〇「社協らしさ」「社協ならではの有効性」にこだわった事業の運営 

   〇住民ニーズを中心にした柔軟な発想による事業の展開 

   〇効果的な自主財源の確保 

  などに着目した取り組みをすすめていきます。 

 

   実施項目 3-1 「社協らしい」活動や機能をわかりやすく可視化 

②広報・啓発活動を計画的に充実させます 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

社協と接点のない層へアプローチし、より幅広い

意見を取り入れるため、モニター制度の導入を

目指します。             ＜企画・総務＞ 

より幅広い意見聴取のため、モニター制度

創設に向けた研究をすすめます。 



 
 

ホームページを基本とし、SNS を活用し、より速

報性の高い情報発信体制を構築します。 

＜企画・総務＞ 

ホームページリニューアル後、速やかに情

報発信します。 

SNＳのより良い活用方法を学び、情報発信を強

化する。特に事業の事前案内に力を入れます。 

      ＜地域福祉担当＞発展 

事業、イベントなどの事前情報発信を引き

続き意識しておこないます。 

つながりサポート事業（ＩＣＴ活用したつながりづ

くり）の実施支援をおこないます。 

◎SNS の活用の支援など 

＜地域福祉担当＞ 

インスタグラム等のＳＮＳを活用した情報発

信に取り組む地域は増えてきています。 

まだ実施していない地域に対して、若い世

代に向けたＳＮＳでの情報発信をおこなえ

るようにサポートを継続します。 

各地区福祉委員会が各地区の情報を発信できる

ようグループLINEの活用を働きかけ、支援しま

す。                 ＜地域福祉担当＞ 

他地区の活動状況を知りたいと声が増え

ているため、引き続き、情報提供ができる

よう活用を呼び掛けます。 

ボランティアグループの活動をホームページやイ

ンスタグラムを活用して情報を発信していきま

す。         ＜ボランティア活動センター＞ 

ボランティアグループの活動紹介文を２か

月に１回以上、SNS やホームページに掲載

します。 

SNS を活用して幅広い世代に分かりやすく情報

発信をおこない、地域全体に活動の理解と参加

の機会を広げます。 

キャラクターを活用した広報・周知活動をすすめ

ます。   ＜ファミリーサポートセンター＞発展 

インスタグラムなどを通じて、活動内容や

講習会を親しみやすく、分かりやすく周知

します。 

障がい者虐待について、正しい知識を周知する

ために、虐待防止研修を実施します。また、障が

いについての勉強会等をおこなうことを市民・

事業所に対して周知します。 

＜基幹相談支援担当＞ 

福祉サービス事業所や市民に向け SNS で

の情報発信やチラシを作成します。 

「働く・働きたい」障がいのある方の支援をして

いる機関があるということを市民等に広く知っ

ていただくために啓発活動をおこないます。 

    ＜雇用・就労支援センター＞発展 

ホームページの「お知らせ」ページを月１回

定期更新します。 

企業訪問を通してセンターのリーフレット

の設置をお願いしていきます。（随時） 

川西能勢口駅前の歩行者デッキにあるデ

ジタルサイネージで当センターの案内を掲

載します。 

地域の方々に施設のことを知っていただくた

め、広報誌「with」で定期的に活動の様子などを

紹介できるようにします。 

＜小戸・川西作業所＞発展 

広報の意義を職員間で共有します。(４月) 

年４回広報誌「with」の内容を全員で検討

し、発行します。（５月、８月、１１月、２月） 

地域住民の相談窓口となるため、社協内他の部

署や外部機関と連携します。 

                  ＜ひまわり荘＞新規 

困りごとだけでなく「地域の役に立ちたい」

などの個別のニーズや地域活動に係る相

談にも対応します。 



 
 

支援が必要な親子へ連携して支援していくため

に、川西さくら園の取組みを園所長会や校長会

等で説明をします。       ＜川西さくら園＞ 

説明会を実施します。 

就学前施設で実施している特別支援教育・

保育部会に参加します。 

市内の広範囲の子育て世帯に利用いただくた

め、 各種媒体を活用し情報発信します。                   

＜久代児童センター＞ 

おたより、チラシ、広報、LINE 配信、インス

タグラム配信を実施します。 

おたよりの紙媒体での発信回数を減らし、

メール等の発信も活用します。 

利用者アンケートを検証し情報発信を内容

や方法などを多角的に検討します。 

 

③社協活動の「推しポイント」を明確化して実践します 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

企業等、社協へ馴染みのない層へのアプローチ

し、活動の幅を広めます。     ＜企画・総務＞ 

啓発チラシやグッズなどを活用し、対応時

に社協の役割を周知し、事業連携への協力

依頼を積極的にすすめます。 

地域住民や学校、事業所、企業などからの多様

な相談に対して、「ことわらない・あきらめない」

支援をおこなえるよう、積極的なアウトリーチを

おこないます。         ＜地域福祉担当＞ 

個別の課題がある方に対して引き続き、積

極的にその地域やご自宅に訪問し相談に

応じます。地域福祉担当や社協で対応でき

ない事案においても他部署や他事業所、地

域と協力しながら対応を継続します。 

自治会やコミュニティ、老人クラブや子ども会な

どの地縁団体とのつながりに加え、企業や NPO

法人などとも積極的につながります。 

◎企業などとのコラボレーションの研究 

＜地域福祉担当＞ 

企業等とつながり、社協との連携への呼び

かけや、企業の空きスペースを活用した居

場所づくりなどに働きかけていきます。 

地区福祉委員会の各活動の意義や必要性につい

て住民と一緒に考える機会をもち、SNS などで

もその価値を発信します。  ＜地域福祉担当＞ 

各事業後に振り返りをおこなうように働き

かけます。年々福祉委員会活動の負担が増

加傾向にある為、各活動の必要性について

も考える機会にしていきます。 

他の専門職とともに、個別の課題から地域課題

を把握し、地域課題に取り組む活動者を支援し

ます。 

◎地域住民とともに地域活動への参加支援 

◎「支え手」「受け手」の隔たりがない参加支援 

＜地域福祉担当＞ 

個別の課題を聞き取り、それを地区福祉委

員会などで地域の課題として考えます。 

福祉ネットワーク会議等で意見交換し、地

域全体で考えてもらう機会づくりをおこな

います。 

子どもや若者が地域活動へ参加しやすい環境づ

くりをおこないます。     ＜地域福祉担当＞ 

地区福祉委員会等が実施しているサロンや

居場所について、子どもや若者が参加しや

すい時間での実施などを働きかけます。 

災害時にも社協と地区福祉委員会が一体的に連

携できる体制づくりの実現のために、まずは社

社協職員が災害ボランティアセンターの役

割を理解できるよう、年 1 回以上の訓練を



 
 

協内で定期的に災害ボランティアセンターの設

置訓練をおこない、連携の精度を高めます。 

     ＜ボランティア活動センター＞ 

実施します。必要に応じて、ボランティアも

募り訓練に参加を募ります。 

個人でも様々なボランティア活動にチャレンジで

きるきっかけづくりをおこなうのがボランティア

活動センターであることを啓発します。 

     ＜ボランティア活動センター＞ 

ホームページやインスタグラム、LINE を活

用して、ボランティア活動センターがボラン

ティアの相談窓口であることを広く周知し

ます。 

市民や関係者が関わる勉強会等を開催・参加す

ることで、基幹業務の周知や社協業務の PR と

周知をおこないます。 ＜基幹相談支援担当＞ 

当センターにおいて、勉強会等を開催でき

る周知活動として SNS の活用やチラシを

作成します。 

働くため・働き続けるために必要な生活の安定

のために、社協の強みをいかし、地域とのつなが

りも含めた支援を実施します。 

      ＜雇用・就労支援センター＞発展 

社協内の横のつながりをいかした支援が

おこなえるよう、ボランティア・地域・高齢・

施設の分野でどうのような協力が得られる

か調整していきます。まずはこれまでのケ

ースで就労までのプロセスに繋がらなかっ

たケースを整理し、課題を把握します。 

子どもの発達を促すために、保護者が子どもの

理解やかかわり方を深めるための療育・相談を

おこないます。 

同じような立場の者同士、相談し合える関係を

つくるために、保護者同士のつながりを大切に

します。 

子どもや保護者を支援するために、丁寧な相談

をおこないます。 

＜川西さくら園＞ 

保護者同伴通園と分離療育を実施します。 

ペアレント・トレーニング等の保護者研修会

を実施します。 

保護者交流会、卒園保護者との交流会、ク

ラス懇談会を実施します。 

相談支援専門員と保育職員とで保護者の

相談を受け、より広い視野での助言をおこ

ないます。 

地域の就学前施設に通園している親子で、親子

通園が有効な方への支援のため、新たに療育保

育の受け入れ枠を増やします。 

          ＜川西さくら園＞新規 

地域の就学前施設に通園している親子へ

の療育保育を実施します。 

長期入所だけでなく、一時的に居宅で生活がで

きない高齢者の方も受け入れ、環境を整えて地

域での生活に戻れるように市や関係機関と連携

して支援します。 

             ＜満寿荘＞ 

処遇計画の質の向上を図り、計画に基づい

た支援を展開します。 

地域ケア会議に参加します。 

利用者同士が気軽に挨拶する関係になり、家庭

や学校と異なる地域の居場所として機能するよ

う、学校や学年、性別などに拘らない事業を開催

します。           ＜久代児童センター＞ 

利用者アンケートを通じて掴んだニーズを

基盤に事業を実施します。 

・ドッジボール大会、オセロ大会 

・保護者リフレッシュ講座（ハンドマッサージ

/アロマクラフト） 

    

 



 
 

実施項目３-２ 財務の安定と自主財源の確保 

①会員会費、共同募金の拡大策と寄附文化の醸成を研究し実践します 

      主な担当：企画･総務、地域福祉担当、共同募金 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

地域イベントでのポスターなどを用いた啓発活

動を実施します。 

遺贈については、各部署と連携し、専門職を交え

た研究会を実施します。      ＜企画・総務＞ 

地域イベントでのポスターなどを用いた啓

発活動を実施します。 

遺贈について、関係各課と連携し専門職を

交えた研究会を実施します。（第２四半期） 

啓発グッズを活用した周知活動を実施します。 

各種イベント時の広報活動を実施します。 

＜共同募金＞ 

グッズなどを活用した啓発活動を継続しま

す。 

市商工会との連携による、募金箱設置拡大と運

動協力へ取り組みます。    ＜共同募金＞ 

連携に向けた協議をします。（第１四半期） 

具体の協力体制を構築します（第２四半期） 

取組みを開始します。（第３四半期～） 

地域住民に社協会員会費の使途、効果的な活用

方法、会員のメリットを整理します。 

◎他市社協の会員会費制度の調査研究の継続

と研究結果を反映した見直し案の検討 

＜地域福祉担当＞ 

他市の社協会員会費の活用方法を調査し、

法人内及び地区福祉委員会等で検討しま

す。 

自治会加入の有無にかかわらず、会員会費の協

力を募るための働きかけを実施し、認知度を高

めます。 

法人会員の新規開拓のため、企業などへのアプ

ローチを検討し、働きかけていきます。 

◎好事例の研究              ＜全体＞ 

「会員会費」に、住民等に理解しやすい『地

域福祉協力金』という愛称をつけます。 

地域住民と協力して地域の行事で啓発活

動をおこないます。 

調査研究チームと協働して商工会や関わり

のある企業へアプローチします。 

募金機会拡大のため、キャッシュレス募金の周知

を継続的に実施します。   ＜共同募金＞ 

有効なグッズの導入やイベントなどとのコ

ラボを通じて啓発します。 

公共施設や企業と交渉し、募金箱の設置場所拡

大に務めます。         ＜共同募金＞発展 

募金箱の設置のほか、募金百貨店加盟店舗

や寄付つき自販機の拡大も図ります。 

 

②社会課題と関連付けた新たな事業を研究し実施に向けて取り組みます 

      主な担当：地域福祉担当、ボランティア活動センター、基幹相談支援担当 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

個別ニーズに対する包括的支援のために資源開

発を部署間で連携して実施します。 

＜地域福祉担当＞ 

各地域にある資源を整理し、部署間で共有

します。新規開発、発展に向けて協議の場

を設けます。 

訪問型助け合い活動や農作業、空き家の清掃な

どを通じた社会参加について、活動のニーズを

調査します。 

◎農作業を通じた社会参加の場づくり 

＜地域福祉担当＞ 

農作業をおこなえる場所の整備方法や、農

作業の開始時期の目標を定め、計画的に調

整します。 



 
 

誰でも参加できるボランティア企画「ちょこっと

♪」を定期開催し、回数や活動内容を見直しなが

ら継続します。外出のきっかけとなる場づくりに

取り組みます。 

＜ボランティア活動センター＞発展 （再掲） 

月 2 回の実施を継続し、参加者の声を踏ま

えて活動内容を見直します。また、SNS で

活動を PR するとともに、他市の同様の取

り組みについても情報収集をすすめます。 

医療的ケアが必要な利用者に対するマンパワー

不足と資源不足、理解不足などの課題に取り組

みます。           ＜基幹相談支援担当＞ 

医療ケア児コーディネーターを中心に活動

中です。 

本人・保護者からインタビューを実施し課題

整理をおこなった結果を担当課などに提

出をし、今後の参考にしていただきます。 

 

   実施項目３-３ 社協施設や事務所の「地域の福祉拠点」としての位置づけ 

①社協施設・事務所が日常的に地域福祉拠点機能を持てるようにします 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

個別ケースなどを一緒に考えられる関係を目指

し、地域にある社協施設やその職員と地区福祉

委員会をつなぎます。     ＜地域福祉担当＞ 

福祉ネットワーク会議をはじめとした地域

の会議への参加を働きかけます。 

法人内の各施設が地域福祉活動の拠点かつ相

談窓口であることの周知を徹底します。 

また、法人内施設を活用した地域福祉活動の実

施を検討し、モデル実施をおこないます。 

         ＜地域福祉担当＞発展 

各施設でおこなわれるレクリエーション活

動や季節の催しなどに、地域からの参加を

受け入れられるよう施設職員と調整しま

す。 

ボランティア活動に関する相談窓口がボランテ

ィア活動センターであることを広く周知していき

ます。 

＜ボランティア活動センター＞新規         

ホームページやインスタグラム、LINE を活

用して、ボランティア活動センターがボラン

ティアの相談窓口であることを広く周知し

ていきます。 

担当業務以外の業務を知ることで、見識に幅を

もたせ、実際の支援にも応用させます。   

          ＜基幹相談支援担当＞ 

一方向の視点ではなく、多角的の視点を持

てるように他部署に意見を求めるなどおこ

ないます。 

困りごとの早期対応のため、通常の相談業務か

ら就労面以外の課題・問題を抽出し支援します。 

      ＜雇用・就労支援センター＞ 

各種相談に応じて情報提供を実施し、必要

に応じて専門機関に繋ぎます。 

適切な対応が実践できるよう、研修等を通

して就労支援以外の制度・社会資源を把握

し整理します。 

災害時に協力できる関係を築くために、近隣施

設と日頃から情報共有をおこない、職員同士顔

が見える関係づくりに取り組みます。 

＜小戸・川西作業所＞ 

近隣施設との情報共有（随時）をします。 

近隣施設と合同訓練シミュレーションをし

ます。（６月、９月） 

利用者が避難対象となる可能性を想定し、職員

としてできることを知るために、福祉避難所の

福祉避難所の訓練情報などを収集します。

(随時) 



 
 

理解を深めます。     ＜小戸・川西作業所＞ 満寿荘、ひまわり荘と事例検討会を実施し

ます。（年１回） 

福祉避難所として機能するため、市と連携し福

祉避難所開設・運営訓練を実施します。 

     ＜ひまわり荘＞＜満寿荘＞発展 

市と連携し福祉避難所開設・運営訓練を継

続します。（市開催時） 

福祉避難所ついて、市と連携し周知を図り

ます。 

福祉避難所に指定されているため、市と連携し、

避難者用の備品等の整備をおこないます。 

    ＜ひまわり荘＞77＜満寿荘＞発展 

福祉避難所開設時に必要な備品の搬入を

おこないます。 

子どもや子育てに不安や悩みを抱える保護者の

負担を軽減するため、関係団体等と連携し相談

機能を深めます。  ＜久代児童センター＞発展 

定期的に地域の子育て関連の課題を子育

て支援コーディネーター、主任児童委員、

小・中学校と共有し、解決に向けて検討しま

す。  

 

②災害発生時等でも持続可能な地域福祉活動の展開を図ります 

      主な担当：地域福祉担当、企画･総務、権利擁護支援担当、すべての施設 

 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

オンラインでの職員安否確認の運用を開始しま

す。                   ＜企画・総務＞ 

安否確認システムを運用開始します。 

（第２四半期） 

スマホ、SNS を用いた見守り体制を整えるた

め、安否確認の仕組みをつくります。 

＜地域福祉担当＞ 

グループチャットを用いた緊急時の情報共

有や見守りに関する日情報交換をするた

め、スマホの学び合い等の場を設けます。 

避難行動要支援の仕組みを活用した平時の見守

り体制が全市的なものとするために、市ととも

に地域住民に対して働きかけます。 

◎仕組みの周知・啓発と、「見守り」との連携の地

域への働きかけ 

＜地域福祉担当＞ 

地域で実施されている他の見守りの仕組

みと連動、連携ができるようコーディネー

トします。 

災害発生時、利用者等の安否確認を迅速におこ

なうため、緊急時の利用者名簿や通信手段等を

整備します。             ＜ひまわり荘＞ 

利用者名簿を継続的に整理します。 

公用携帯を使用した緊急連絡体制を整備

します。 

災害が発生し電源喪失となった場合、痰吸引の

必要な方や自動栄養注入器（胃ろう）の方への電

力供給をおこなうため、燃料等の備蓄管理をお

こないます。             ＜ひまわり荘＞ 

ポータブル発電機燃料の備蓄管理をおこな

います。 

発電機の稼動訓練をおこないます。 

（年 2 回/6 月・１２月） 

災害発生時に利用者が混乱なく避難できるため

に、毎月避難訓練をおこない、非常食を確保しま

す。 

災害によって通園できない状況が長く続くよう

であれば、家庭で療育を続けられるための工夫

BCP に基づいて、火災時の避難訓練だけ

でなく、火災・地震・水害を想定した訓練を

実施します。 

医療的ケア児等に、必要に応じて、避難計

画の作成を提案します。 



 
 

をします。             ＜川西さくら園＞ 必要に応じて、家庭での療育等の動画配信

をおこないます。 

災害時の電源確保のため、定期的に非常発電機

の動作確認をおこないます。 ＜満寿荘＞発展 

非常発電機の使用訓練をおこないます。 

（6 月、12 月） 

災害時にも事業を継続するため、BCP に基づい

た事業を実施し、川西市との連携で福祉避難所

の開設等をおこないます。      ＜満寿荘＞ 

福祉避難所の開設訓練の実施（市開催時） 

BCP に基づいた訓練の実施 

職員安否確認訓練を実施（年１回） 

災害時でも入所者が安心して過ごせるように、

入所者の状況（AＤＬ）等に配慮した非常食や衛

生材料等の備蓄をおこないます。  ＜満寿荘＞ 

入所者の身体状況に応じた非常食と衛生材

料等の備蓄をおこないます。（年１回） 

少人数の職員でも優先順位をつけた災害時対応

ができるよう、社協内各部署や近隣施設等と連

携を取りながら災害時対応をおこない避難所と

しての機能を発揮します。 

＜久代児童センター＞ 

BＣＰの更新をします。 

近隣施設等と定期的な意見交換するなど

連携し対応力を高めます。 

定期的に不審者や避難消火対応の研修を

おこないます。 

非常灯設備の点検等など、定期的な自主点

検をおこないます。 

 

  実施項目３-４ 新たなアイデアや改善･工夫の提案が活発にできる組織風土への転換 

①本計画期間で「めざす社協」の風土転換を図ります 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

まず職員ひとり一人をお互い大切にすることを

しっかりと認識します。 

              

◎ベテラン・中堅・若手職員が「一緒に達成する」

「ともに考える」エルダー制度の継続。 

＜全部署＞発展 

各部署、各事業において社協が担っている

からこそ意義があるという『社協らしさ』を

共有し、各職員の価値を再確認します。 

アイデアを出しやすい雰囲気づくり、社協全体で

対応することの共通認識を持てるよう取り組み

ます。 

職員への提案募集により、法人運営・業務への参

画の機会を設けます。 

研究会の結果を反映した業務、職場環境の改善

に取り組みます。 

             ＜全部署＞発展 

定期ミーティングなどで業務改善や環境改

善のアイデアを出しやすい環境を意識し、

出された意見などに対してしっかり検討し

ます。 

定期的なミーティングをおこない、担当者間での

情報共有や職員の提案を形にするセンター運営

など、チャレンジ精神を応援する組織風土にしま

す。 

失敗したとしても、次に活かすことができるよう

出されたアイデアや意見を否定するのでは

なく、しっかりと協議する定期ミーティング

をおこないます。 



 
 

な声掛けを誰もができるような組織風土にしま

す。 

また法人内ミーティングへの相互参加を実施し

ます。 

◎月１回実施 

               ＜全部署＞ 

就業規則等については、専門家の簡易診断に基

づき、具体的な見直しをすすめます。 

＜企画・総務＞ 

診断結果を整理します。（第１四半期～） 

専門家、市とも協議し見直しをおこないま

す。（第二四半期～） 

窓口に来られた際や各ボランティアグループの

例会に出向いた際に、新しいアイデア等の聞き取

りを実施します。  

また、他市のボランティア活動センターの取り組

みやアイデアを参考に、活動の充実に活かしま

す。     ＜ボランティア活動センター＞新規 

社協未登録グループやこれまでつながりの

なかった方の来所時には、聞き取りや対話

を通じて関係性を深めながら情報を収集し

ます。また、社協登録グループの定例会や

阪神7市 1町の会議に参加し、他市の取組

も含めた情報収集をおこないます。 

他事業所の取り組みや事業でよいと思ったこと

は持ち帰り、情報共有をおこなうことでサービス

の向上につなげます。 

＜基幹相談支援担当＞ 

良い点を探すことで、各事業所の強みを知

り、自身の不足をすることに繋がります。訪

問先でなにかしら発見し、共有します。 

何でも話し合え意見し合える職場環境を作るために、

職員間で日頃からコミュニケーションの向上を図りま

す。        ＜雇用・就労支援センター＞発展 

利用者対応等で各職員が困っていること

を相談できる場を作ります。具体的には現

状のミーティングに加え支援事案相談の機

会を月２回実施します。 

各職員が成長できるよう「トライ＆エラー」

を肯定的にとらえ、アイデアを実行できる

環境づくりをします。 

つながりを意識した支援をするため、両作業所

の職員連携強化に取り組みます。 

＜小戸・川西作業所＞ 

作業所間交流の枠を広げるとともに、より

効果的実習のあり方を考え実施します。 

（６月以降月１回） 

地域福祉課題解決のため社協内他部署との連携

による意見交換や事例検討を実施します。   

＜久代児童センター＞ 

地域拠点としての有効活用ができるよう、

定期的に社協内他部署と意見交換を実施

します。 

 

②ICT の有効活用による活動・業務・事務の効率化を研究し実施します 

      主な担当：すべての部署 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

電子データによる決裁や、Wi-Fi やタブレット等

を活用した情報共有、記録の作成など、ペーパー

レス化に取り組みます。また、アプリなどの導入

やマニュアル作成などによる業務の効率化をす

すめます。                 ＜全部署＞ 

持ち出し用パソコンやタブレットなどの機

器類のほか、議事録作成アプリなどの有効

活用により、事務作業の簡素化と負担の軽

減を図り、時間外勤務を削減します。 



 
 

引き続き、効率化に向けた機器・ソフトの情報収

集をおこないます。         ＜企画・総務＞ 

有効なツールの情報収集をおこないます。 

導入済みソフトが活用できるよう研修とレ

クチャーをおこないます。 

各種講座、会議、研修などに関しては積極的に

Zoom の活用や YouTube での配信などをお

こないます。           ＜地域福祉担当＞ 

福祉委員研修や各地区でおこなう講座な

どで Zoom を活用して同時視聴ができる

よう調整します。 

ICT を活用した情報共有、記録の作成など、ペ

ーパーレス化に取り組みます。 

マニュアル作成や文書、データの整理などによる

業務の効率化をすすめます。＜地域福祉担当＞ 

kintone を用いて記録の作成、内容の共

有でのペーパーレス化に取り組みます。 

 また、文字起こしアプリを用いて議事録作

成の簡略化を図ります。 

インスタグラムを活用したボランティアグループ

の活動紹介やボランティア情報の発信を継続的に

実施します。＜ボランティア活動センター＞ 

インスタグラムで月 3 回以上の投稿をおこ

ないます。 

zoom など導入済みの機器をさらに使いこなせ

るように積極的に活用をすることで、業務の効

率化を図ります。     ＜基幹相談支援担当＞ 

Zoomはすでに研修などで活用中です。今

後は、面談や施設見学などにも活用できな

いか、リスクも含め検証をおこないます。 

業務の効率化を図るため、ICT の有効活用を継

続して活用し、業務の効率化を図ります。 

      ＜雇用・就労支援センター＞発展 

相談の充実のためセンター利用者の相談

等、積極的にzoomを活用し利用者の負担

を軽減します。 

モバイル PC を活用し、記録作成の効率化

を図ります。 

受付表等の入力業務について、可能なもの

はエクセルの関数を利用して名前の入力で

他の項目を自動で表記させるなど「効率

化」「入力ミス」「時間短縮」を図ります。 

重度支援記録など記録様式が複数あるものにつ

いて、書きやすく、また見やすくするため、書式

の統一を図ります。 

業務の効率化を図るため、アプリ等を活用しま

す。              ＜小戸・川西作業所＞ 

支援記録のフォーマットを見直し、使いやす

い書式に統一します。（４月、５月） 

コミュニケーション支援アプリを活用し会議

録作成時間を短縮します。（４月開始） 

ICT を有効活用して業務を効率化するために、

研究します。           ＜川西さくら園＞ 

保護者研修会に参加できなかった方への

動画配信、必要に応じたzoomでの会議や

公開講座の実施などをおこないます。 

持ち出し用のパソコンやプリンターを訪問

や会議で活用し効率化を図ります。 

事業効率化のためにＩＣＴを活用した研修会、会

議への参加、ルーティン作業の見直しを実施しま

す。              ＜久代児童センター＞ 

ｚｏｏｍを活用した研修会や会議への参加

を促進します。 

受付名簿など、ルーティン業務の規格統一

化を図ります。 

 

その他 実施事業について 

      担当独自で記載が必要な項目 



 
 

R８年度の実施内容 具体的な取組み 

工賃向上を実現するため、優先的に取組む作業

内容を検討します。 

利用者の適切な配置を実施し作業の効率化を図

ります。               ＜川西作業所＞ 

前年度の事業所別収益の分析に基づいた

営業の強化を実施します。(4 月、５月) 

安定かつ収益が見込める企業へのシフトと

利用者配置を見直します。（６月～８月） 

新規企業を開拓します。(随時) 

強度行動障がいに特化した支援を確立するた

め、資格取得者を増やし、勉強会の参加及び支

援検討会を継続します。     ＜小戸作業所＞ 

強度行動障害支援者養成基礎・実践研修を

１名以上受講します。 

強度行動障がい勉強会に参加します。  

（月１回） 

支援検討会を実施します。（随時） 

【所外活動】 

・お花見（3～4 月・市内） 

・紅葉狩り（11 月・猪名川町） 

・初詣（1 月・多田神社） 

・近隣散歩（3～4 月 11 月・湯山台地区） 

＜ひまわり荘＞ 

所外活動は天候等考慮し計画通り実施。 

また、新たな外出先を必要に応じて検討し

ます。 

地域で日常生活や社会生活を安心して円滑に過

ごせるために、相談支援を含むチームワークによ

り家庭を支援します。     ＜川西さくら園＞ 

保護者同伴通園をおこない、保護者や子ど

もと日常的に丁寧なかかわり等の支援をし

ます。 

相談支援専門員と保育職員での相談をお

こない、両方から効果的に助言します。 

利用者ニーズを基盤としたイベントや事業を効

率的・効果的に実施するため、普段から近隣施設

との交流を深めます。   ＜久代児童センター＞ 

近隣の障がい者施設や公共施設との毎月

定期的な意見交換会を実施します。 

障がい施設や公共施設との消防訓練を合

同実施します。 

  



 
 

４．指定管理事業・受託事業に関する計画値 

 

 〇障がい者・児支援    

施設・事業名 数値分類 
８年度 

計画値 

７年度 

見込値 

７年度 

計画値 

６年度 

実績値 

小戸作業所 
年間利用者数 8,３２９人 8,2３１人 7,257 人 7,456 人 

平均工賃 6,154 円 6,1１５円 7,234 円 7,574 円 

川西作業所 
年間利用者数 7,648 人 7,511 人 7,680 人 7,820 人 

平均工賃 36,5９２円 35,６１７円 35,516 円 35,980 円 

ひまわり荘 年間利用者数 1,975 人 1,861 人 2,152 人 1,837 人 

川西さくら園 年間利用者数 5,700 人 5,700 人 5,500 人 5,763 人 

    

 〇高齢者支援 

施設・事業名 数値分類 
８年度 

計画値 

７年度 

見込値 

７年度 

計画値 

６年度 

実績値 

満寿荘 入所者数 16 人 13 人 22 人 13 人 

 

 〇子育て支援 

施設・事業名 数値分類 
８年度 

計画値 

７年度 

見込値 

７年度 

計画値 

６年度 

実績値 

久代児童センター 
年間利用者数 1１,300 人 11,200 人 11,500 人 11,188 人 

講座等開催数 ８5 回 80 回 89 回 97 回 

ファミリー 

サポートセンター 

活動件数 68０件 600 件 650 件 628 件 

全会員数 １,２3０人 1,200 人 １,１7０人 1,169 人 

協力会員活動延べ人数 ８０人 ７０人 ６３人 63 人 

 

 〇相談支援 

施設・事業名 数値分類 
８年度 

計画値 

７年度 

見込値 

７年度 

計画値 

６年度 

実績値 

基幹相談 

支援センター 

自立支援協議会開催

数 
３回 ３回 ３回 ３回 

成年後見支援 

センターかけはし 

市民後見人 

権利擁護サポーター 

2 人 

２7 人  

0 人 

25 人 

１人 

2０人 

0 人 

2０人 

多機関協働事業 

社協内事例検討会 

包括化推進員連絡会 

事例検討会 

6 回 

 

１２回  

0 回 

 

12 回 

0 回 

 

１２回 

0 回 

 

7 回 

 

 

 

 

 



 
 

Ⅲ 予算 

 1．各事業収支表 例年掲載しているもの （単位：円） 

 

①法人運営事業                      ②地域福祉活動推進事業   

       
③ボランティア活動センター事             ④日常生活自立支援事業 

 

⑤成年後見支援センター事業             ⑥民生委員児童委員協議会連合会事業   

 
 

 

７年度 ８年度 増減
 収入
 経常経費補助金収入 154,830,000 135,637,000 △ 19,193,000
 会費収入 6,500,000 6,200,000 △ 300,000
 その他収入 1,916,000 2,054,000 138,000
 合計 163,246,000 143,891,000 △ 19,355,000
 支出
 人件費支出 120,357,000 120,811,000 454,000
 事業費支出 7,997,000 765,000 △ 7,232,000
 事務費支出 28,409,000 13,667,000 △ 14,742,000
 その他支出 8,451,000 9,994,000 1,543,000
 合計 165,214,000 145,237,000 △ 19,977,000
 差額 △ 1,968,000 △ 1,346,000 622,000

７年度 ８年度 増減
 収入
 経常経費補助金収入 14,789,000 25,460,000 10,671,000
 受託金収入 35,421,000 31,960,000 △ 3,461,000
 その他収入 6,928,000 7,002,000 74,000
 合計 57,138,000 64,422,000 7,284,000
 支出
 人件費支出 48,034,000 55,404,000 7,370,000
 事業費支出 2,572,000 1,996,000 △ 576,000
 事務費支出 1,153,000 1,293,000 140,000
 その他支出 5,613,000 5,729,000 116,000
 合計 57,372,000 64,422,000 7,050,000
 差額 △ 234,000 0 234,000

７年度 ８年度 増減
 収入

 寄付金収入 100,000 100,000 0
 経常経費補助金収入 8,243,000 8,339,000 96,000
 その他収入 443,000 466,000 23,000
 合計 8,786,000 8,905,000 119,000
 支出
 人件費支出 6,006,000 6,312,000 306,000
 事業費支出 1,131,000 933,000 △ 198,000
 事務費支出 1,186,000 1,264,000 78,000
 助成金支出 37,000 37,000 0
 その他支出 426,000 359,000 △ 67,000
 合計 8,786,000 8,905,000 119,000
 差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 経常経費補助金収入 400,000 355,000 △ 45,000
 受託金収入 32,506,000 30,148,000 △ 2,358,000
 その他収入 109,000 314,000 205,000
 合計 33,015,000 30,817,000 △ 2,198,000
 支出
 人件費支出 27,817,000 25,018,000 △ 2,799,000
 事業費支出 1,713,000 1,530,000 △ 183,000
 事務費支出 3,150,000 3,928,000 778,000
 その他支出 335,000 341,000 6,000
 合計 33,015,000 30,817,000 △ 2,198,000
 差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 経常経費補助金収入 0 2,363,000 2,363,000
 受託金収入 2,830,000 3,543,000 713,000
事業収入 200,000 321,000 121,000
 その他収入 300,000 0 △ 300,000
 合計 3,330,000 6,227,000 2,897,000
 支出
 人件費支出 2,975,000 5,854,000 2,879,000
 事業費支出 344,000 348,000 4,000
 事務費支出 11,000 25,000 14,000
 その他支出 0 0 0
 合計 3,330,000 6,227,000 2,897,000
 差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 受託金収入 10,620,000 9,934,000 △ 686,000
 その他収入 0 0 0
 合計 10,620,000 9,934,000 △ 686,000
 支出
 人件費支出 8,955,000 8,577,000 △ 378,000
 事業費支出 27,000 18,000 △ 9,000
 事務費支出 1,525,000 1,227,000 △ 298,000
 その他支出 113,000 112,000 △ 1,000
 合計 10,620,000 9,934,000 △ 686,000
 差額 0 0 0



 
 

⑦共同募金配分金事業                  ⑧基金事業 

 

⑨資金貸付事業                       ⑩善意銀行事業  

⑪多機関協働事業                           ⑫高齢者総合相談窓口事業 

 

 

 

７年度 ８年度 増減 ７年度 ８年度 増減
 収入  収入
 共同募金配分金収入 12,466,000 10,410,000 △ 2,056,000  受取利息収入 893,000 939,000 46,000
 その他収入 0 0 0  基金積立資産取崩収入 0 0 0
 合計 12,466,000 10,410,000 △ 2,056,000  積立資産取崩収入 633,000 849,000 216,000
 支出  その他収入 0 0 0
 事業費支出 6,855,000 4,778,000 △ 2,077,000  合計 1,526,000 1,788,000 262,000
 事務費支出 66,000 36,000 △ 30,000  支出
 助成金支出 5,545,000 5,415,000 △ 130,000  事業費支出 604,000 610,000 6,000
その他支出 0 181,000 181,000  基金積立資産支出 0 0 0
 合計 12,466,000 10,410,000 △ 2,056,000  積立資産支出 182,000 202,000 20,000
 差額 0 0 0  その他支出 896,000 1,138,000 242,000

 予備費支出 560,000 1,000,000 440,000
 合計 2,242,000 2,950,000 708,000
 差額 △ 716,000 △ 1,162,000 △ 446,000

７年度 ８年度 増減 ７年度 ８年度 増減
 収入  収入
 経常経費補助金収入 5,926,000 6,216,000 290,000  寄付金収入 1,800,000 1,800,000 0
 受託金収入 9,264,000 10,264,000 1,000,000  経常経費補助金収入 1,540,000 1,720,000 180,000
 その他収入 0 0 0  積立資産取崩収入 0 0 0
 合計 15,190,000 16,480,000 1,290,000  その他収入 3,744,000 1,572,000 △ 2,172,000
 支出  合計 7,084,000 5,092,000 △ 1,992,000
 人件費支出 12,928,000 11,721,000 △ 1,207,000  支出
 事業費支出 1,689,000 1,113,000 △ 576,000  事業費支出 3,480,000 3,470,000 △ 10,000
 事務費支出 425,000 3,489,000 3,064,000  助成金支出 2,416,000 2,450,000 34,000
 その他支出 148,000 157,000 9,000  その他支出 731,000 507,000 △ 224,000
 合計 15,190,000 16,480,000 1,290,000  予備費支出 500,000 500,000 0
 差額 0 0 0  合計 7,127,000 6,927,000 △ 200,000

 差額 △ 43,000 △ 1,835,000 △ 1,792,000

７年度 ８年度 増減 ７年度 ８年度 増減
 収入  収入
 受託金収入 36,295,000 33,630,000 △ 2,665,000  受託金収入 0 27,635,000 27,635,000
 その他収入 0 0 0  その他収入 0 0 0
 合計 36,295,000 33,630,000 △ 2,665,000  合計 0 27,635,000 27,635,000
 支出  支出
 人件費支出 31,463,000 29,520,000 △ 1,943,000  人件費支出 0 24,563,000 24,563,000
 事業費支出 314,000 312,000 △ 2,000  事業費支出 0 18,000 18,000
 事務費支出 4,202,000 3,687,000 △ 515,000  事務費支出 0 2,988,000 2,988,000
 その他支出 316,000 111,000 △ 205,000  その他支出 0 66,000 66,000
 合計 36,295,000 33,630,000 △ 2,665,000  合計 0 27,635,000 27,635,000
 差額 0 0 0  差額 0 0 0



 
 

⑬障がい者支援センター事業              ⑭小戸作業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑮川西作業所                        ⑯ひまわり荘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

⑰川西さくら園                       ⑱満寿荘 

 

 

７年度 ８年度 増減 ７年度 ８年度 増減
 収入  収入
 受託金収入 150,863,000 118,032,000 △ 32,831,000  受託金収入 94,115,000 87,111,000 △ 7,004,000
 事業収入 154,945,000 155,708,000 763,000  事業収入 57,914,000 55,396,000 △ 2,518,000
 その他収入 273,000 223,000 △ 50,000  その他収入 7,000 7,000 0
 合計 306,081,000 273,963,000 △ 32,118,000  合計 152,036,000 142,514,000 △ 9,522,000
 支出  支出
 人件費支出 245,964,000 239,734,000 △ 6,230,000  人件費支出 94,668,000 88,779,000 △ 5,889,000
 事業費支出 18,378,000 17,736,000 △ 642,000  事業費支出 28,235,000 24,139,000 △ 4,096,000
 事務費支出 12,571,000 13,336,000 765,000  事務費支出 27,857,000 28,458,000 601,000
 その他支出 29,168,000 3,157,000 △ 26,011,000  その他支出 1,276,000 1,138,000 △ 138,000
 合計 306,081,000 273,963,000 △ 32,118,000  合計 152,036,000 142,514,000 △ 9,522,000
 差額 0 0 0  差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 受託金収入 47,141,000 52,393,000 5,252,000
 事業収入 42,692,000 38,546,000 △ 4,146,000
 その他収入 3,000 3,000 0
 合計 89,836,000 90,942,000 1,106,000
 支出
 人件費支出 75,381,000 73,884,000 △ 1,497,000
 事業費支出 9,970,000 9,196,000 △ 774,000
 事務費支出 3,997,000 4,184,000 187,000
 その他支出 488,000 3,678,000 3,190,000
 合計 89,836,000 90,942,000 1,106,000
 差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 受託金収入 85,963,000 79,553,000 △ 6,410,000
 その他収入 966,000 986,000 20,000
 合計 86,929,000 80,539,000 △ 6,390,000
 支出
 人件費支出 72,924,000 67,999,000 △ 4,925,000
 事業費支出 1,533,000 1,528,000 △ 5,000
 事務費支出 11,888,000 10,382,000 △ 1,506,000
 その他支出 584,000 630,000 46,000
 合計 86,929,000 80,539,000 △ 6,390,000
 差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 受託金収入 60,821,000 50,391,000 △ 10,430,000
 就労支援事業収入 3,102,000 3,091,000 △ 11,000
 サービス等事業収入 67,164,000 77,763,000 10,599,000
 その他収入 674,000 732,000 58,000
 合計 131,761,000 131,977,000 216,000
 支出
 人件費支出 112,294,000 111,586,000 △ 708,000
 事業費支出 11,424,000 12,508,000 1,084,000
 事務費支出 3,694,000 3,457,000 △ 237,000
 就労支援事業支出 3,102,000 3,091,000 △ 11,000
 その他支出 1,247,000 1,335,000 88,000
 合計 131,761,000 131,977,000 216,000
 差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 受託金収入 4,968,000 1,619,000 △ 3,349,000
 就労支援事業収入 17,300,000 18,351,000 1,051,000
 サービス等事業収入 70,395,000 71,333,000 938,000
 その他収入 434,000 470,000 36,000
 合計 93,097,000 91,773,000 △ 1,324,000
 支出
 人件費支出 60,476,000 58,498,000 △ 1,978,000
 事業費支出 11,134,000 11,302,000 168,000
 事務費支出 3,374,000 2,744,000 △ 630,000
 就労支援事業支出 17,300,000 18,351,000 1,051,000
 その他支出 813,000 878,000 65,000
 合計 93,097,000 91,773,000 △ 1,324,000
 差額 0 0 0



 
 

⑲久代児童センター                    ⑳ファミリーサポートセンター  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７年度 ８年度 増減
 収入
 受託金収入 9,243,000 9,468,000 225,000
 その他収入 0 0 0
 合計 9,243,000 9,468,000 225,000
 支出
 人件費支出 7,647,000 7,953,000 306,000
 事業費支出 470,000 328,000 △ 142,000
 事務費支出 996,000 1,051,000 55,000
 その他支出 130,000 136,000 6,000
 合計 9,243,000 9,468,000 225,000
 差額 0 0 0

７年度 ８年度 増減
 収入
 受託金収入 9,243,000 9,468,000 225,000
 その他収入 0 0 0
 合計 9,243,000 9,468,000 225,000
 支出
 人件費支出 7,647,000 7,953,000 306,000
 事業費支出 470,000 328,000 △ 142,000
 事務費支出 996,000 1,051,000 55,000
 その他支出 130,000 136,000 6,000
 合計 9,243,000 9,468,000 225,000
 差額 0 0 0


